障害福祉現場における実態把握アンケート調査

【ご回答にあたってのお願い】
本調査は、障害福祉現場の人材確保・定着に向けた「京都市独自の支援策（新たな補助制度等）」を検討するための重要な基礎資料となります。国の報酬改定等では解決しきれない、現場のリアルな実態（人材の高齢化や非正規職員への依存、採用コストによる経営圧迫など）を的確に把握することを目的としています。
※本調査における「常勤職員」とは、原則として無期雇用の「正規職員」を指します。
※各項目の人数や金額は、厳密な集計が困難な場合は「採用担当者様の把握に基づく概数」のご回答で構いません。

【基本情報】※法人単位でお答えください。
・　貴法人・事業所名：（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
・　ご担当者名・部署：（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
・　ご連絡先：電話（　　　　　　　　）／メール（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ）
・　回答に含む事業所数：[　　]事業所
・　貴法人の全体規模（現在の総職員数）
常勤職員：［　　］名
非常勤職員：［　　］名（うち短時間勤務の職員：［　　］名）
・　貴法人の法人種別（１つ選択）
□社会福祉法人
□ＮＰＯ法人
□一般社団法人・一般財団法人（※非営利型含む）
□学校法人
□株式会社・合同会社等（営利法人）
□その他（　　　　　）
・　貴法人が展開している主なサービス形態（複数選択可）
□入所・居住系（施設入所支援、グループホーム 等）
□通所・日中活動系（生活介護、短期入所、就労支援、自立訓練 等）
□訪問系（居宅介護、重度訪問介護、行動援護、同行援護 等）
□相談支援（計画相談支援、地域相談支援 等）
□児童系

１　現在の人員体制・欠員状況
Ｑ１　貴法人の職員の「年齢構成」について人数をご記入ください。
・　20代以下　：常勤［　　］名／非常勤［　　］名
・　30代　　　：常勤［　　］名／非常勤［　　］名
・　40代　　　：常勤［　　］名／非常勤［　　］名
・　50代　　　：常勤［　　］名／非常勤［　　］名
・　60代以上　：常勤［　　］名／非常勤［　　］名
・　上記のうち　学生：［　　］名／外国人材：［　　］名

Ｑ２　現在の常勤職員の「勤続年数」について人数をご記入ください。
・勤続年数１年未満　　：新卒［　　］名／中途［　　］名
・勤続１〜３年未満　　：新卒［　　］名／中途［　　］名
・勤続年数３～５年未満：新卒［　　］名／中途［　　］名
・勤続５年以上　　　　：新卒［　　］名／中途［　　］名



Ｑ３　現在、理想的な人員体制に対する「職員の不足状況」をお答えください。※頭数（在籍人数）は足りていても、年収の壁（扶養範囲内）によるシフト調整等により、実質的に稼働時間が不足している分も「不足人数」として換算してご記入ください。
□　不足している⇒　常勤職員：［　　］名不足／非常勤職員：［　　］名不足
□　不足していない

２　採用・離職の実態
Ｑ４　直近３年間（令和５～７年度）の採用者数をご記入ください。
・【常勤職員・新卒】令和５年度：［　　］名／令和６年度：［　　］名／令和７年度：［　　］名
・【常勤職員・中途】令和５年度：［　　］名／令和６年度：［　　］名／令和７年度：［　　］名
・【非常勤職員】令和５年度：［　　］名／令和６年度：［　　］名／令和７年度：［　　］名
⇒うち学生　　　 令和５年度：［　　］名／令和６年度：［　　］名／令和７年度：［　　］名

Ｑ５　採用者の「採用に至った主な背景・要因」について、【上位３つ以内の順位（多い順）】を付けてください。　※厳密な本人動機でなくても構いません。
・　［　　］身近（家族・知人等）に障害を持つ人がいる（いた）
・　［　　］現場に触れるきっかけ（実習・ボランティア・アルバイト等）があった
・　［　　］福祉・心理・教育等の学問関心や資格取得のため
・　［　　］人や社会の役に立つ仕事がしたいため
・　［　　］需要が安定しており、長く働き続けられる業界だと思ったため
・　［　　］その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

Ｑ６　直近３年間（令和５～７年度）の「離職者数」及び「主な離職理由」をお答えください。
⑴　離職者数
・【常勤職員】令和５年度：［　　］名・令和６年度：［　　］名・令和７年度：［　　］名
・【非常勤職員】令和５年度：［　　］名・令和６年度：［　　］名・令和７年度：［　　］名

⑵　常勤職員の「主な離職理由」について、【上位３つ以内の順位（多い順）】を付けてください。
・　［　　］他業界や他分野へ転職
・　［　　］同業他社へ転職
・　［　　］ライフイベント（結婚・出産・育児・介護等）
・　［　　］定年退職、契約満了、その他法人都合による退職
・　［　　］体力や健康上の理由
・　［　　］人間関係や職場環境への不満
・　［　　］給与や労働条件（休日、残業時間、夜勤負担等）への不満
・　［　　］ケア以外の業務（雑務等）の負担
・　［　　］その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

３　採用経路と未経験者（学生等）の受け入れ
Ｑ７　「採用経路」について、【上位３つ以内の順位（多い順）】を付けてください。
・　［　　］学校推薦・求人
・　［　　］ハローワーク（公共職業安定所）
・　［　　］福祉人材センター
・　［　　］民間求人情報サイト・求人誌（有料）
・　［　　］民間求人情報サイト・求人誌（無料　※indeed無料枠等）
・　［　　］民間人材紹介会社・人材派遣会社（有料）
・　［　　］自社ホームページ・ＳＮＳ等からの直接応募
・　［　　］知人・職員紹介
・　［　　］自所での実習・ボランティア・アルバイト経験者
・　［　　］その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
Ｑ８　新卒・未経験層の採用で「入職に最も結びついている事前接点」について、【上位３つ以内の順位（多い順）】を付けてください。
・　［　　］学校の必須実習
・　［　　］無償ボランティア
・　［　　］有償ボランティア・アルバイト
・　［　　］学内説明会・インターンシップ（１day等の体験含む）
・　［　　］事前接点はなく通常求人から
・　［　　］その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

Ｑ９　「学生アルバイト」の受け入れ状況と課題をお選びください。
⑴　学生アルバイトの現在の受け入れ状況
□　積極的に受け入れ中
⇒学生の月平均就労時間数：約［　　］時間
⇒学生の主な就労内容：（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
□　以前は受け入れたが現在は受け入れていない
□　受け入れたことはない

⑵　学生アルバイトを採用・受け入れる上での課題（複数選択可）
□　他産業（飲食・小売等）との時給格差
□　学業・就活によるシフト調整（短時間・不定期勤務）の難しさ
□　勤務時間が少なく定着・習熟前に卒業・離職してしまう
□　労務管理（就業規則改定等）の負担
□　学生への求人ルート（学校との接点等）がない
□　特に課題はない（十分な受け入れができている）
□　その他（　　　）

Ｑ10　「インターンシップ（職場体験）」の受け入れ状況と課題をお選びください。
⑴　インターンシップの受け入れ状況
□　受け入れている（年間約［　　］名／1回あたりの体験日数：約［　　］日間）
□　現在は受け入れていないが、条件が整えば受け入れ可能（1回あたり：約［　　］日間）
□　学校指定の必修実習のみ受け入れている
□　受け入れていない（受け入れ不可）

⑵　インターンシップを受け入れる上での課題（複数選択可）
□　指導・対応する現場職員の負担
□　学生側の交通費等負担が参加障壁
□　事故・保険・リスク管理の不安
□　募集方法が分からない・集まらない
□　特に課題はない（十分な受け入れができている）
□　その他（　　　）

Ｑ11　今後、以下の「学生・若い世代向けの支援」が実施された場合、活用意向をお聞かせください。
⑴　【アルバイト支援】一定期間継続勤務した学生に、インセンティブ（一時金）が支給される制度
□　非常に活用したい（学生の応募・定着促進に効果的である）
□　条件次第で活用したい
□　あまり活用したいと思わない
□　活用したくない・利用できない



⑵　【インターン支援】職場体験に参加する学生に交通費相当額の手当が支給される制度
□　非常に活用したい（学生の交通費負担が軽減され、参加のきっかけになりやすい）
□　条件次第で活用したい
□　あまり活用したいと思わない
□　活用したくない・利用できない

４　採用コスト（紹介料・派遣費）の実態
Ｑ12　民間の人材紹介・派遣会社利用による「採用コスト」の状況をお選びください。
□　経営を深刻に圧迫している
□　一定の負担だが不可欠（やむを得ない）
□　コストはほとんどかけていない（無料ルート中心）
□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

Ｑ13（上記Ｑ12でコストがかかっている法人のみ）：「年間コストの総額」はどのくらいですか。　※採用担当者様が把握されているおおよその金額で構いません。
□　50万円未満
□　50万円～100万円未満
□　100万円～300万円未満
□　300万円～500万円未満
□　500万円～1,000万円未満
□　1,000万円以上

Ｑ14（上記Ｑ12でコストがかかっている法人のみ）：「１人あたりの紹介手数料」はどのくらいですか。
・　常勤職員１人あたり：約［　　　］万円／非常勤職員１人あたり：約［　　　］万円

５　独自データの保有状況
Ｑ15　職員の入職経緯・動機等に関する独自の「統計データ」を保有されていますか。
□　ある⇒可能であれば、データのご提供をお願いします。
□　一部ある（面接シート等にはあるが未集計）
□　ない

６　人材確保（採用）・定着（離職防止）に向けた取組と京都市への要望
Ｑ16　独自に取り組まれている工夫やサポートがあればご記入ください。
（例：【人材確保】SNSでの魅力発信、未経験者の積極採用、リファラル採用の奨励金／【定着】メンター制度、柔軟なシフト調整、ICT化による負担軽減、資格取得支援 など）
・【人材確保】：（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
・【定　　着】：（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

Ｑ17　京都市の支援策に対するご意見・ご要望があればご記入ください。
（例：○○補助、市主体の魅力発信PR、○○研修支援など）
※　国の管轄である「報酬改定」に関するご意見ではなく、京都市として実施可能な支援について、現場のニーズをお聞かせください。「行政からどのようなサポートがあれば、過去に離職した職員を繋ぎ止められたと思うか」という視点も含め、ご意見をお願いします。
・記述欄：（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

